
申告書の書き方

　充当とは、確定保険料額が申告済概算保険料額を下回る場合に、今年度の概算保険料や一般拠

出金の納付額にこの差引額を充てることをいい、充当意思とは、その意思を確認するものです。

　充当には以下の３パターンがあります。

充当意思「１」「労働保険料のみ充当」　　　　　　　→　記入例１へ（P.19）

充当意思「２」「一般拠出金のみ充当」　　　　　　　→　記入例２へ（P.20）

充当意思「３」「労働保険料及び一般拠出金に充当」　→　記入例３へ（P.21）

　「　充当意思」欄には「３」を記入していただくと労働保険料と一般拠出金の両方に充当で

きますので、事務手続が簡便になる場合があります。

⑴　充当額については、

　①　「　充当意思」欄が「１」の場合は、労働保険料のみに充当します。

　　労働保険料に充当後、なお余りがある場合でも、8月31日までに一般拠出金分を納付する

必要があります。

　② 「　充当意思」欄が「２」の場合は、一般拠出金のみに充当します。

　一般拠出金に充当後、なお余りがある場合でも、8月31日までに労働保険料分を納付する

必要があります。

　③　「　充当意思」欄が「３」の場合は、労働保険料及び一般拠出金に充当します。

　充当後、なお余りがある場合は、今期の納付は必要ありません（申告書の提出は必要で

す）。

⑵　一般拠出金に充当する場合は、「　充当意思」欄に「２」又は「３」を必ず記入してくだ

さい。

⑶　「⑰延納の申請」の納付回数が「３」で、「　充当意思」欄が「１」又は「３」の場合、

第１期に充当後、なお余りがある場合には、第２期、第３期の順で充当となります。

⑷　第１期から第３期の順に充当してもなお余りがある場合は、管轄の労働局に「労働保険

料・一般拠出金還付請求書」を提出し、還付の請求を行ってください。

　　なお、還付の請求手続については、P.22の「記入例４　充当後還付額が出る場合」を参照

ください。

充当額の記入方法

充当意思とは
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３ 1

令 和 2

令 和  2

令 和  2 令 和  3

㉛法人番号

（元号：令和は9） （元号：令和は9）

雇用保険分

3501751101600101

800,000

〔計算方法〕 
　⑭（イ）531,550÷3＝

○第１期の保険料に全て充当し、なお余りがある場合は、原則第２期、第3期に順次残額を充当します。

第１期分㉒（イ）177,184円　　※余りが生じた場合は、
第２期分㉒（チ）177,183円　　　必ず第１期分に加算してください。
第３期分㉒（ル）177,183円　　　（余りは必ず１円または２円となります）

0.02

268,450

177,184

177,183

177,183

177,184

91,266 85,917

0 829 829

建築事業

177,183

10

申告書の書き方 労働保険料のみ充当した場合の例記入例１

800,000円 531,550円 268,450円

㉒（イ）
177,184円

㉒（チ）
177,183円

〔今期納付額の計算〕 
第１期

第２期

－

－

㉒（ロ）
177,184円

㉒（リ）
91,266円

＋ ㉒（ヘ）
829円

＝

＝

今期納付額
㉒（ト）
829円

第2期納付額
㉒（ヌ）

85,917円

充当意思「1」を記入

　充当とは、確定保険料額が申告済概算保険料額を下回る場合に、今年度の概算保険料や一般拠
出金の納付額にこの差引額を充てることをいい、充当意思とは、その意思を確認するものです。
　充当には以下の３パターンがあります。
充当意思「１」「労働保険料のみ充当」　　　　　　　→　記入例１へ（P.19）
充当意思「２」「一般拠出金のみ充当」　　　　　　　→　記入例２へ（P.20）
充当意思「３」「労働保険料及び一般拠出金に充当」　→　記入例３へ（P.21）

　「　充当意思」欄には「３」を記入していただくと労働保険料と一般拠出金の両方に充当で
きますので、事務手続が簡便になる場合があります。

⑴　充当額については、
　①　「　充当意思」欄が「１」の場合は、労働保険料のみに充当します。

　　労働保険料に充当後、なお余りがある場合でも、7月10日までに一般拠出金分を納付する
必要があります。

　② 「　充当意思」欄が「２」の場合は、一般拠出金のみに充当します。
　一般拠出金に充当後、なお余りがある場合でも、7月10日までに労働保険料分を納付する
必要があります。

　③　「　充当意思」欄が「３」の場合は、労働保険料及び一般拠出金に充当します。
　充当後、なお余りがある場合は、今期の納付は必要ありません（申告書の提出は必要で
す）。

⑵　一般拠出金に充当する場合は、「　充当意思」欄に「２」又は「３」を必ず記入してくだ
さい。

⑶　「⑰延納の申請」の納付回数が「３」で、「　充当意思」欄が「１」又は「３」の場合、
第１期に充当後、なお余りがある場合には、第２期、第３期の順で充当となります。

⑷　第１期から第３期の順に充当してもなお余りがある場合は、管轄の労働局に「労働保険
料・一般拠出金還付請求書」を提出し、還付の請求を行ってください。

　　なお、還付の請求手続については、P.22の「記入例４　充当後還付額が出る場合」を参照
ください。

充当額の記入方法

充当意思とは

30

30

30

30

30

30
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３ 1

令 和 2

令 和  2

令 和  2 令 和  3

㉛法人番号

（元号：令和は9） （元号：令和は9）

雇用保険分

10

第１期分労働保険料の充当を行い、その後一般拠出金を充当します。
なお余りがある場合、第２期分以降の労働保険料に残額を充当します。（計算が他の場合と異なりますのでご注意ください。）

充当意思「3」を記入

㉒（イ）
177,184円

㉒（チ）
177,183円

〔今期納付額の計算〕 
第１期

第２期

－

－

㉒（ロ）
177,184円

㉒（リ）
90,437円

＋ ㉒（ヘ）
0円

＝

＝

今期納付額
㉒（ト）
0円

第2期納付額
㉒（ヌ）
86,746円

35017511 01600101

800,000

268,450

177,184

90,437 86,746

829

建築事業

000

177,183

〔計算方法〕 
　⑭（イ）531,550÷3＝

第１期分㉒（イ）177,184円　　※余りが生じた場合は、
第２期分㉒（チ）177,183円　　　必ず第１期分に加算してください。
第３期分㉒（ル）177,183円　　　（余りは必ず１円または２円となります）

0.02

10

労働保険料及び一般拠出金に充当した場合の例記入例３

３ 1

令 和 2

令 和  2

令 和  2 令 和  3

㉛法人番号

（元号：令和は9） （元号：令和は9）

雇用保険分

35017511 01600101

800,000

〔計算方法〕 
　⑭（イ）531,550÷3＝

還付額が出た場合、管轄の労働局・労働基準監督署に「労働保険料・一般拠出金還付請求書」を提出し、還付の請求を行ってください。

第１期分㉒（イ）177,184円　　※余りが生じた場合は、
第２期分㉒（チ）177,183円　　　必ず第１期分に加算してください。
第３期分㉒（ル）177,183円　　　（余りは必ず１円または２円となります）

0.02

829

177,184

177,183

177,183

177,184

177,183

177,183

177,184

177,183

0829

建築事業

177,184

177,183

一般拠出金のみ充当した場合の例記入例２

829円

267,621円

㉒（イ）
177,184円

㉒（チ）
177,183円

〔今期納付額の計算〕 
第１期

第２期

－

－

㉒（ロ）
0円

㉒（リ）
0円

＋ ㉒（ヘ）
0円

＝

＝

今期納付額
㉒（ト）
177,184円
第2期納付額
㉒（ヌ）
177,183円

充当意思「2」を記入

（ロ）

還付額

800,000円 531,550円 268,450円800,000円 531,550円

20 21



３ 1

令 和 2

令 和  2

令 和  2 令 和  3

㉛法人番号

（元号：令和は9） （元号：令和は9）

雇用保険分

10

第１期分労働保険料の充当を行い、その後一般拠出金を充当します。
なお余りがある場合、第２期分以降の労働保険料に残額を充当します。（計算が他の場合と異なりますのでご注意ください。）

充当意思「3」を記入

㉒（イ）
177,184円

㉒（チ）
177,183円

〔今期納付額の計算〕 
第１期

第２期

－

－

㉒（ロ）
177,184円

㉒（リ）
90,437円

＋ ㉒（ヘ）
0円

＝

＝

今期納付額
㉒（ト）
0円

第2期納付額
㉒（ヌ）
86,746円

35017511 01600101

800,000

268,450

177,184

90,437 86,746

829

建築事業

000

177,183

〔計算方法〕 
　⑭（イ）531,550÷3＝

第１期分㉒（イ）177,184円　　※余りが生じた場合は、
第２期分㉒（チ）177,183円　　　必ず第１期分に加算してください。
第３期分㉒（ル）177,183円　　　（余りは必ず１円または２円となります）

0.02

10

労働保険料及び一般拠出金に充当した場合の例記入例３

３ 1

令 和 2

令 和  2

令 和  2 令 和  3

㉛法人番号

（元号：令和は9） （元号：令和は9）

雇用保険分

35017511 01600101

800,000

〔計算方法〕 
　⑭（イ）531,550÷3＝

還付額が出た場合、管轄の労働局・労働基準監督署に「労働保険料・一般拠出金還付請求書」を提出し、還付の請求を行ってください。

第１期分㉒（イ）177,184円　　※余りが生じた場合は、
第２期分㉒（チ）177,183円　　　必ず第１期分に加算してください。
第３期分㉒（ル）177,183円　　　（余りは必ず１円または２円となります）

0.02

829

177,184

177,183

177,183

177,184

177,183

177,183

177,184

177,183

0829

建築事業

177,184

177,183

一般拠出金のみ充当した場合の例記入例２

829円

267,621円

㉒（イ）
177,184円

㉒（チ）
177,183円

〔今期納付額の計算〕 
第１期

第２期

－

－

㉒（ロ）
0円

㉒（リ）
0円

＋ ㉒（ヘ）
0円

＝

＝

今期納付額
㉒（ト）
177,184円
第2期納付額
㉒（ヌ）
177,183円

充当意思「2」を記入

（ロ）

還付額

800,000円 531,550円 268,450円800,000円 531,550円

20 21



３ 1

令 和 2

令 和  2

令 和  2 令 和  3

㉛法人番号

（元号：令和は9） （元号：令和は9）

雇用保険分

確定保険料額が申告済概算保険料額を上回る場合（不足額が出る場合）記入例５

500,000

35017511 0 1 6 0 0 1 0 1

○○市 ○○　○ー○－ー○

○○市 ○○　○ー○－ー○

××× ×××× ×××× ××××××

株式会社○○工務店

株式会社○○工務店

代表取締役 ○○ ○○

tky13rlz

6 12

31,550

177,184

177,183

177,183

177,183

177,183

31,550 208,734 829 209,563

建築事業

0.02

３ 1

令 和 2

令 和  2

令 和  2 令 和  3

㉛法人番号

（元号：令和は9） （元号：令和は9）

雇用保険分

10

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　）

1,500,000 531,550 532,379

436,071

ロ

還付額

還付額が出た場合、管轄の労働局・労働基準監督署に「労働保険料・一般拠出金還付請求書」を提出し、
還付の請求を行ってください。
納付する保険料がない場合は申告書を金融機関・郵便局へ提出することはできません。
管轄の労働局・労働基準監督署へ直接ご提出いただくか、郵送されるようお願いします。

充当後還付額が出る場合記入例４

1,500,000

532,379

3501751101600101

531,550 531,550 0 0 0829

建築事業

0.02

22 23



３ 1

令 和 2

令 和  2

令 和  2 令 和  3

㉛法人番号

（元号：令和は9） （元号：令和は9）

雇用保険分

確定保険料額が申告済概算保険料額を上回る場合（不足額が出る場合）記入例５

500,000

35017511 0 1 6 0 0 1 0 1

○○市 ○○　○ー○－ー○

○○市 ○○　○ー○－ー○

××× ×××× ×××× ××××××

株式会社○○工務店

株式会社○○工務店

代表取締役 ○○ ○○

tky13rlz

6 12

31,550

177,184

177,183

177,183

177,183

177,183

31,550 208,734 829 209,563

建築事業

0.02

３ 1

令 和 2

令 和  2

令 和  2 令 和  3

㉛法人番号

（元号：令和は9） （元号：令和は9）

雇用保険分

10

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　）

1,500,000 531,550 532,379

436,071

ロ

還付額

還付額が出た場合、管轄の労働局・労働基準監督署に「労働保険料・一般拠出金還付請求書」を提出し、
還付の請求を行ってください。
納付する保険料がない場合は申告書を金融機関・郵便局へ提出することはできません。
管轄の労働局・労働基準監督署へ直接ご提出いただくか、郵送されるようお願いします。

充当後還付額が出る場合記入例４

1,500,000

532,379

3501751101600101

531,550 531,550 0 0 0829

建築事業

0.02

22 23



３ 1

令 和 2

令 和  2

令 和  2 令 和  3

㉛法人番号

（元号：令和は9） （元号：令和は9）

雇用保険分

800,000

35017511 0 1 6 0 0 1 0 1

○○市 ○○　○ー○－ー○

○○市 ○○　○ー○－ー○

××× ×××× ×××× ××××××

株式会社○○工務店

株式会社○○工務店

代表取締役 ○○ ○○

tky13rlz

6 12

800,000

800,000 800,000 0 0 0

建築事業

0.02

令和元年度は元請工事を行わなかったが、概算保険料の次年度繰越しを希望する場合記入例６

24



３ 1

令 和 2

令 和  2

令 和  2 令 和  3

㉛法人番号

（元号：令和は9） （元号：令和は9）

雇用保険分

800,000

35017511 0 1 6 0 0 1 0 1

○○市 ○○　○ー○－ー○

○○市 ○○　○ー○－ー○

××× ×××× ×××× ××××××

株式会社○○工務店

株式会社○○工務店

代表取締役 ○○ ○○

tky13rlz

6 12

800,000

800,000 800,000 0 0 0

建築事業

0.02

令和元年度は元請工事を行わなかったが、概算保険料の次年度繰越しを希望する場合記入例６

24 25

３ 1

令 和 2

令 和  2

令 和  2 令 和  3

㉛法人番号

（元号：令和は9） （元号：令和は9）

雇用保険分

800,000

建築事業

829 0 0

800,000円 531,550円 268,450

差　　 額

268,450 267,621829円

tky13rlz

6 12

829

101600101 3501751

0.02

〔計算方法〕

一般拠出金へ充当する場合には、更に以下の計算となります。※確定保険料算出の結果、不足が生じた場合は不足
額を納付してください。

※還付額が生じた場合は、「記入例4　充当額還付額
が出る場合」を参照してください。

○昨年度中に事業を廃止した場合は、口座振替の対象にはなりません。詳しくは、都道府県労働局にお問い合わせください。

次のような場合には確定申告が必要となります。
①令和元年度中に事業廃止した場合②労働保険事務組合へ事務を委託した場合③元請工事を行わない場合④元請・
下請の労働者を使っての工事を行わない場合⑤他の都道府県へ移転した場合
なお、事業場の労働者が0人であっても、元請工事を行う場合には、廃止の申告はできません。

事業を廃止した場合の例記入例 7

差　　 額 還 付 額

㉔
欄
の
い
ず
れ


